
 
 

 平成１９年 ８ 月 ２４ 日 
各  位 
                             ア イ フ ル   株 式 会 社 

                             代 表 取 締 役 社 長   福 田 吉 孝   

                             （ コ ー ド 番 号   ８ ５ １ ５ ） 

                             （ 上 場 取 引 所   東証第１部・大証第１部） 

                             問 い 合 わ せ 先   広報部長 香 山 健 一 

                             ＴＥＬ  0 3 - 4 5 0 3 - 6 0 5 0（広 報 部） 

                                  0 3 - 4 5 0 3 - 6 1 0 0（Ｉ Ｒ 室） 

 

イーネット（Ｅ-ｎｅｔ）ＡＴＭでの入金取扱業務開始について  

 

アイフル株式会社（本社：京都市 代表取締役社長：福田 吉孝）は、お客様の更なる利便性向上を図るために、

イーネット（Ｅ-ｎｅｔ）ＡＴＭ（主にファミリーマートやミニストップに設置）において、平成１９年８月２７

日（月）より入金取扱業務を開始いたします。（なお、出金に関しては既に取扱いを開始しております。） 

 

                       記 

 

１.入金取扱業務開始の目的 

入金チャネル拡充によるお客様の更なる利便性向上を図ることを目的としております。 

   今回の開始によって、入金取扱業務が可能なＡＴＭは全国で 3,186 台増えました。（2007 年 7 月末日時点） 

   尚、このことにより全国で約４万台のＡＴＭで入金取扱が可能となりました。 

 

２.イーネット（Ｅ-ｎｅｔ）ＡＴＭについて 

   イーネット（Ｅ-ｎｅｔ）ＡＴＭとは、ファミリーマートを中心とするコンビニエンス・ストアーチェーンが、

東京三菱・みずほ・三井住友ほか２７行（２００７年７月末時点）の銀行と共同運営するＡＴＭネットワーク

です。 

   当ＡＴＭを設置のコンビニエンスストアには、路上看板に「Ｅ-ｎｅｔ」「銀行ＡＴＭ」等の表示があり、 

  ＡＴＭ本体前にも「Ｅ-ｎｅｔ銀行ＡＴＭ」と表示がされております。 

 

３.入金取扱業務が可能となるＡＴＭ 

   イーネット（Ｅ-ｎｅｔ）ＡＴＭは、主にコンビニエンスストアに設置されておりますが、それを管理してい

る銀行によって取扱業務が異なります。 

   今回は２７ある管理銀行のうち、１２の銀行が管理するＡＴＭと入金取扱業務が可能となっております。 

   今後、残りの銀行が管理するＡＴＭでも入金取扱業務を順次開始する予定です。 

管理銀行 ＡＴＭ設置地域（）内は設置台数 

みずほ銀行 宮城県（26）、埼玉県（88）、千葉県（16）、東京都（520）、神奈川県（255）、滋賀県（11）、

京都府（44）、大阪府（210）、兵庫県（81）、和歌山県（4） 

青森銀行 青森県（41） 

常陽銀行 福島県（31）、茨城県（232）、東京都（2） 

武蔵野銀行 埼玉県（225） 

スルガ銀行 神奈川県（62）、静岡県（153） 

十六銀行 岐阜県（134）、愛知県（5） 

愛知銀行 愛知県（205） 

名古屋銀行 愛知県（238） 

南都銀行 京都府（1）、奈良県（78） 

広島銀行 広島県（138）、山口県（10） 

福岡銀行 福岡県（296）、熊本県（39） 

親和銀行 長崎県（41） 

合計 1 都、2府、19 県で 3,186 台のＡＴＭが利用可能となりました。 

                                       ※2007 年 7 月末日時点 



 

 

 

４.管理銀行の確認方法 

  入金取扱業務が可能である銀行が管理するイーネット（Ｅ-ｎｅｔ）ＡＴＭであるのかを確認する方法としては、

ＡＴＭ左上部に貼付されているステッカーに記載されている銀行名を見ていただければ、そのＡＴＭを管理して

いる銀行が確認できます。 

 

５.取扱内容詳細 

                                                 

項目 入金取引 

平日   7：00～22：00 

利用可能日時 
土日祝 7：00～19：00 

          千円以上、千円単位 
取扱可能金額 

           1 回の入金可能額 50 万（回数制限無） 

利用可能商品 無担保ローン・不動産担保ローン・事業者ローン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  当社では、今後もお客様の更なる利便性向上に向け、サービスの充実に注力してまいります。 

 

 

 

                                               以上 


